
貸  借  対  照  表 

（2024 年 12 月 31 日現在） 

 （単位：千円） 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科目  金額 科目 金額 

流 動 資 産  【5,091,688】 流 動 負 債  【2,874,383】 

 現金及び預金  2,547,397  預り金 32,434 

 前払費用  31,232  未払手数料 95,107 

 未収委託者報酬  414,269  未払委託調査費 1,051,341 

 未収運用受託報酬  1,743,217  未払委託計算費 7,473 

 未収投資助言報酬  219,532  未払金 463,948 

 その他流動資産  136,037  未払費用 168,131 

     未払消費税等 520,812 

     未払法人税等 121,314 

     前受金 58,269 

     賞与引当金 355,549 

       

固 定 資 産  【354,005】    

 有形固定資産  149,122    

 建物付属設備  109,601 固 定 負 債  【937,657】  

 器具備品  39,520  資産除去債務 58,005 

     長期未払金 857,998 

 無形固定資産  90  長期未払費用 21,653 

 ソフトウェア  90    

       

 投資その他の資産  204,792    

 長期差入保証金  122,091 負債合計 3,812,040 

 繰延税金資産  82,701 純    資    産   の   部 

    科目 金額 

    株主資本 【1,633,652】 

     資 本 金 490,000 

     資 本 剰 余 金 13,685 

      資本準備金 13,685 

     利 益 剰 余 金 1,129,966 

      利益準備金 108,814 

      その他利益剰余金 1,021,152 

       繰越利益剰余金 1,021,152 

    純資産合計 1,633,652 

資産合計  5,445,693 負債及び純資産合計 5,445,693 

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

損  益  計  算  書 

（自 2024 年 1 月 1 日 至 2024 年 12 月 31 日） 

            （単位：千円） 

科    目 内  訳 金  額 

営業収益  14,776,871 

 委託者報酬 1,662,357  

 運用受託報酬 11,925,306  

 投資助言報酬 560,827  

 その他収益 628,379  

    

営業費用及び一般管理費  14,300,040 

営  業  利  益    476,830 

営業外収益  3,110 

営業外費用  128,232 

経  常  利  益  351,708 

特別損失  138,553 

 割増退職金 138,553  

税  引  前  当  期  純  利  益    213,154 

法人税、住民税及び事業税  129,378 

法人税等調整額  △44,678 

当 期 純 利 益   128,454 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（自 2024 年 1 月 1 日 至 2024 年 12 月 31 日） 

  （単位：千円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
  資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
  

繰越 

利益剰余金 

当期首残高 490,000 13,685 13,685 108,814 892,697 1,001,511 1,505,197 

当期変動額               

  剰余金の配当 -  -  - - - - - 

  当期純利益  -  -  - - 128,454 128,454 128,454 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） - - - - - - - 

当期変動額合計 - -  - - 128,454 128,454 128,454 

当期末残高 490,000 13,685 13,685 108,814 1,021,152 1,129,966 1,633,652 

  

純資産合計   

  

当期首残高 1,505,197 

当期変動額   

  剰余金の配当 - 

  当期純利益 128,454 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） - 

当期変動額合計 128,454 

当期末残高 1,633,652 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



個 別 注 記 表 

 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

該当事項はありません。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（5 年）に基づいております。 

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

4. 収益及び費用の計上基準 

 当社は、資産運用サービスから (1) 委託者報酬、(2) 運用受託報酬、(3) 投資助言報酬、

並びに (4) その他収益を稼得しております。 

(1) 委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき、日々の純資産総額に対する一定割合と

して認識され、確定した報酬を受取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充

足されるという前提に基づき、運用期間にわたり収益として認識しております。 

(2) 運用受託報酬 

運用受託報酬は、契約で定められた報酬に基づき、確定した報酬を受取ります。当該報

酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、運用期間にわたり収

益として認識しております。運用受託報酬には成功報酬が含まれる場合があり、成功報酬

は、対象となる特定のベンチマークまたはその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用

益に対する一定割合として認識されます。当該報酬が確定する際に、それまでに計上され

た収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、収益として認識しております。 

(3) 投資助言報酬 

投資助言報酬は、契約で定められた報酬に基づき、確定した報酬を受取ります。当該報

酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、契約期間にわたり収

益として認識しております。 

(4) その他収益 

その他収益は、当社のグループ会社等との契約に基づき認識され、当該報酬は期間の

経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、契約期間にわたり収益として認識

しております。 

 

 

 



5. 引当金の計上基準 

賞与引当金 

  従業員に対し支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を

計上しております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

  該当事項がないため、注記を省略しております。 

 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 

  当事業年度の計算書類等の作成にあたって行った会計上の見積りが当事業年度の翌事業年度の

計算書類等に重要な影響を及ぼすリスクを識別していないため、注記を省略しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

有形固定資産の減価償却累計額 

  建物付属設備     99,246 千円 

  器具備品      60,102 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引以外          78 千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式 34,090 株 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（税効果会計に関する注記） 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産 
 

 
未払費用 355,735 千円 

 
賞与引当金 108,869 千円 

 
資産除去債務 12,078 千円 

 
長期未払金 262,719 千円 

 
長期未払費用 6,630 千円 

 
その他 16,508 千円 

 
繰延税金資産小計 762,540 千円 

 
評価性引当額 △679,839 千円 

 
繰延税金資産合計 82,701 千円 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳 

法定実効税率 30.62% 

（調整） 
 

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.74% 

住民税均等割 0.07% 

評価性引当額の増減 1.54% 

その他 △4.31% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.66% 

 

3. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会

計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従って、法人税

及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っており

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については預金等に限定し、また、必要な資金についてはグループ

会社より調達しております。デリバティブに該当する事項はありません。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

当社が保有する金融資産は、主として現金及び預金、国内の取引先に対する未収委

託者報酬及び未収運用受託報酬であり、取引先の契約不履行によってもたらされる信

用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、ファイナンス＆コーポレート・サービ

ス部において取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としております。 

未払委託調査費、未払金及び未払消費税等は、短期間で決済されております。未払委

託調査費及び未払金には、外貨建てのものが含まれており、為替変動リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、ファイナンス＆コーポレート・サービス部においてリスク

管理及び残高管理を行う体制としております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未払委託調査費、未払金及び

未払消費税等は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略しております。 

 

3. 金融商品の時価のレベルごとの内容等に関する事項 

2024年 12月 31日現在、前項にて注記を省略しているため、記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

兄弟会社等 

種類 会社等の名称 所在地 

資本金又

は 

出資金 

事業の 

内容 

議決権等

の被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 

取引金額 

(千円） 

科目 

期末残高 

(千円） 
役員の

兼任等 

事業上の 

関係 

親会社

の子会

社 

Russell 

Investments 

Group, LLC  

ｱﾒﾘｶ合

衆国,ﾜｼ

ﾝﾄﾝ州ｼｱ

ﾄﾙ市 

- 

コーポレート

サポート 

なし 

兼任 

0 人 

業務委託契約

の締結 

グループ会

社間取引の

資金決済 

918,690  未払金 229,370  

親会社

の子会

社 

Russell 

Investments 

Implementation 

Services, LLC 

ｱﾒﾘｶ合

衆国,ﾜｼ

ﾝﾄﾝ州ｼｱ

ﾄﾙ市 

- 

運用執行 

サービス 

なし 

兼任 

0 人 

業務委託契約

の締結 

委託調査費 1,326,042  未払金 109,749  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） Russell Investments Implementation Services, LLC と、直接、資金決済を行っております。なお、

取引の内容については、グループ会社との間で合理的な基準により決定しております。 

 

（退職給付に関する注記） 

1. 採用している退職給付制度の概要 

退職一時金規程に基づく退職一時金制度と企業型年金規約に基づく確定拠出年金制度を

採用しております。なお当社が有する退職一時金制度は、簡便法により長期未払金及び退職

給付費用を計上しております。 

 

2. 退職一時金制度 

(1) 長期未払金の当期首残高と当期末残高の調整表 

長期未払金の当期首残高 1,013,800 千円 

退職給付費用 118,256 千円 

退職給付の支払額等 △274,058 千円 

長期未払金の当期末残高 857,998 千円 

 

(2) 退職給付費用 

簡便法で計算した退職給付費用          118,256千円 

 

3. 確定拠出制度 

確定拠出制度への要拠出額                44,600 千円 

 

 

 

 



（ストック・オプション等に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務に関する注記） 

  資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

1. 当該資産除去債務の概要 

建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

物件ごとに使用見込期間を見積り、割引率は使用見込期間に応じた割引率を使用して資産

除去債務の金額を計算しております。 

 

当期首残高 49,821 千円 

時の経過による調整額 1,911 千円 

見積りの変更による増加額 6,272 千円 

当期末残高 58,005 千円 

 

当事業年度において当社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産

除去債務について、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変更を行いま

した。この見積りの変更による増加額として 6,272 千円を変更前の資産除去債務残高に加算し

ております。 

 

（収益認識に関する注記） 

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

     
（単位：千円） 

 
委託者報酬 運用受託報酬 投資助言報酬 その他収益 合計 

運用報酬 1,662,357  11,914,670  560,827  628,379  14,766,235  

成功報酬 -  10,636  -  -  10,636  

合計 1,662,357  11,925,306  560,827  628,379  14,776,871  

 

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 4. 収益及び費用の計上基準に記載のとおりで

あります。 

 

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に当事業年度において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込ま

れる収益の金額及び時期に関する情報 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 



（1 株当たり情報に関する注記） 

1. 1 株当たり純資産額                       47,921 円 74 銭 

2. 1 株当たり当期純利益                      3,768 円 10 銭 

「1 株当たり当期純利益の算定上の基礎」 

 損益計算書上の当期純利益                  128,454 千円 

 普通株主に帰属しない金額               - 

 普通株式に係る当期純利益                  128,454 千円 

 普通株式の期中平均株式数                    34,090 株 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 


